平成24年度12月補正予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名: 経済変動対策緊急生活資金貸付金損失補償金　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画係　
電話番号058-272-1111（内3124）

E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


補正要求額：175千円
（現計予算額：118千円　補正後予算額：293千円）

	要求内容


	１　要求の内容


○事業目的 
(一社)日本労働者信用基金協会（以下、「日信協」という。）の東海労働金庫に対する代位弁済により生ずる損失の一部を補償する。平成25年3月末のソニーイーエムシーエス（株）美濃加茂サイト閉鎖に伴う影響を勘案し融資枠を確保するため、預託額を増額するのに伴い、損失補償限度額を増額する。
○事業内容・事業効果
  損失補償のしくみ
（１）勤労者等が緊急生活資金を東海労働金庫から借り入れた場合、勤労者等は保証料（0.7～1.2％）を日信協に支払う。
（２）融資を受けた勤労者等が東海労働金庫に返済できず、延滞発生後６ヶ月返済できない場合、日信協が東海労働金庫に対して返済不能額の全額を代位弁済する。
（３）代位弁済額の８割を県が日信協に対して補償する。
　　○損失補償契約
　　　県は、日信協との間で損失補償契約を交わし、契約で定めた補償期間内の損失について、補償限度額の範囲内で代位弁済総額（返済不能額）の８割を支払う。
　　○補償限度額　　5,000千円（500→5,000千円）
　　○補償期間　　　平成24年度融資分　　平成24年度～35年度（12年）
※補償期間12年の考え方

当該融資年度＋償還期間（10年）＋1年（最終年度に延滞発生後の督促期間））
	２　所要経費


補償及び補填金　175千円

・継続分（平成21年度分）　43千円

・継続分（平成23年度分）　50→0千円

　　　・新規分（平成24年度分）　25→250千円
	年　度
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26～30
	H31
	H32
	H33
	H34
	H35
	計

	平成21年度
	21
	43
	43
	43
	43
	43
	11
	11
	
	
	
	430

	平成22年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	平成23年度
	
	
	25→0
	50→0
	
	
	
	
	
	
	
	

	平成24年度
	
	
	
	25→250
	500
	500
	500
	500
	500
	125
	125
	5,000

	合　計
	
	
	
	118→293
	
	
	
	
	
	
	
	


(単位：千円)

※損失補償額の計算

融資枠50,000千円×回収不能見込率12.5％×補償率80％＝5,000千円

・回収不能見込率は、愛知県が「労働者福祉資金融資制度（離職者生活資金）の積算に　使用している回収不能見込率（12.5%）を使用。
・返済は各年度均等配分とし、県信用保証協会損失補償金（中小企業課）の債務負担の考え方を参考に、損失補償限度額（5,000千円）に対し、初年度5％、２～10年目は各10％、11～12年目は計5％を各年度で予算計上。
	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況

	　平成21年度貸付分より損失補償契約を締結している。これまでのところ、当該契
約を発動した実績はない。                　　       (単位：円)
損失補償限度額

貸付金額
平成21年度

10,000,000

4,300,000

平成22年度

2,000,000

0

平成23年度

500,000

0
平成24年度

500,000

(H24.7現在)　0



	３　これまでの取組に対する評価


　日信協、東海労働金庫との損失補償契約に基づき、予算を計上してきた。融資制度の円滑な継続のため、継続する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	118
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	118

	補　正

要求額
	175
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	175

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


